別記９（日本食・食文化の普及推進事業）
                              　　　
第１　事業実施主体等
　１　事業実施主体
        農林漁業者、農林漁業者の組織する団体、民間事業者、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特例民法法人、特定非営利活動法人、企業組合、事業協同組合、第3セクター、独立行政法人、特殊法人、認可法人、公社、その他機構会長が特に必要と認める団体（以下「特認団体」という。）。
　２　特認団体の要件
　 　　特認団体は、次の要件を全て満たす団体とする。
　 （１）主たる事務所の定めがあること。
   （２）代表者の定めがあること。
   （３）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約の定めがあること。
   （４）各年度ごとの事業計画、収支予算等が総会等において承認されていること。
第２　事業の内容
　　　本事業の内容は、次に掲げるとおりとする。　
　　１　日本食レストランウィーク実施事業
　　　　海外の主要都市において、複数の日本食レストラン等が連携した一般生活者に対する日本食の魅力や日本食材のすばらしさを伝える取組、日本食材の輸出促進につながる料理の提供・サービス等を、一定期間複数組み合わせて実施するとともに、当該都市及び周辺地域の日本食レストランマップを作成する取組等を行う。
　　（１）事前の調整・準備
    　　　効果的な実施・開催に向けて、国内外の関係機関等との場所・時期などの事前の調整や展示物・配布物等の作成、提供メニューの内容、料理レシピや日本食材の調達方法の伝達手法、日本食レストランマップの内容、パネルディスカッションの内容・方法などの準備を行う。
（２）実施・開催
　  　　　来場者である一般生活者に、分かりやすく､丁寧に紹介するための資料やパンフレットなどを活用しつつ、料理の提供やサービス、料理レシピや日本食材の調達方法の伝達、パネルディスカッションなどに効果的な手法を取り入れるとともに、日本食レストランマップの作成に当たっては、日本食レストランの利用促進につながるような工夫を行うことなどにより、日本食の魅力や日本食材のすばらしさなどを広く紹介・発信する。
（３）取りまとめ
来場者である一般生活者にアンケート調査を行うことなどにより、参加により得られた知識、知見などを把握するとともに、本事業の結果・効果などを取りまとめる。
　　（４）実施・開催都市及び回数
　　　　　本事業の実施・開催都市は以下のとおりとする。なお、政府主催の取組等の都合に　　　　より、実施・開催都市を変更することがある。
　　　　ア．米国内１都市　１回
　　　　イ．ＥＵ域内１都市　１回
　　　　ゥ．東南アジア域内１都市　１回
　　２　百貨店等における料理デモ等実施事業
　　　　　海外の主要都市の百貨店等において、一般生活者等に対する日本食の魅力や日本食　　　　材のすばらしさを伝える料理デモンストレーション、日本産食材を活用した料理レシ　　　　ピコンテスト、セミナー、試食・試飲会等を一定期間実施する取組等を行う。
　　（１）事前の調整・準備
    　　　効果的な実施・開催に向けて、国内外の関係機関等との場所・時期などの事前の調整や展示物・配布物等の作成、我が国農林水産物・食品のＰＲやセミナー、料理デモンストレーション、レシピコンテスト、試飲・試食等の内容・方法、キャストの選定などの準備を行う。
（２）実施・開催
　  　　　来場者である一般生活者等に、分かりやすく､丁寧に紹介するための資料やパンフレット等を活用しつつ、料理レシピや日本食材の調達方法の伝達、料理デモンストレーション、我が国農林水産物・食品のＰＲ試飲・試食などに効果的な手法を取り入れることなどにより、日本食の魅力や日本食材のすばらしさなどを広く紹介・発信する。
（３）取りまとめ
来場者である一般生活者等にアンケート調査を行うことなどにより、参加により得られた知識、知見などを把握するとともに、実施・開催の結果・効果などを取りまとめる。
　　（４）実施・開催都市及び回数
　　　　　本事業の実施・開催都市は以下のとおりとする。なお、政府主催の取組等の都合に　　　　より、実施・開催都市を変更することがある。
　　　　ア．米国内１都市　１回
　　　　イ．ＥＵ域内１都市　１回
　　　　ゥ．東南アジア域内１都市　１回
第３　助成対象経費
　　　本事業で助成の対象とする経費の範囲は、次に掲げるとおりとする。
　　１　日本食レストランウィーク実施事業
　　　　旅費、謝金、賃金、役務費、資料作成費、消耗品費、会議費、会場賃借料、会場装飾費、自動車借上料、メニュー開発費、パンフレット作成費、販促資材費、広告宣伝費、管理運営費、通信運搬費等、食材等購入運搬費等
　　２　百貨店等における料理デモ等実施事業
　　　　旅費、謝金、賃金、役務費、資料作成費、消耗品費、会議費、会場賃借料、会場装飾費、自動車借上料、メニュー開発費、パンフレット作成費、販促資材費、広告宣伝費、管理運営費、通信運搬費等、食材等購入運搬費等
第４　成果目標
      事業実施主体が設定する成果目標の基準は次のとおりとする。
　　　本事業の目標とする農林水産物・食品の輸出増加額３７億円（2014年）に資すること。
第５　採択基準等  
１　本事業の採択基準は、次に掲げるとおりとする。
 （１）事業実施計画が、事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実に遂行するため適切なものであること。
（２）事業実施主体が事業実施及び会計手続を適正に行い得る体制を有していること。
（３）事業費のうち事業実施主体の負担分について、適正な資金調達が可能であること。
２　事業実施主体は、事業遂行に当たり、「日本食・食文化の世界的普及プロジェクト事業」の事業実施主体と、事前の調整・準備の段階から連携を図り、それぞれの事業が、相乗効果を発揮できるよう努めること。
３　事業実施主体は、実施・開催都市の日本食レストランや日本企業等の現地組織と連携す　　　ることなどにより、事業効果を高めるように工夫を行うこと。また、事業の実施に当って　　　は参加者の募集を行うなど幅広い事業者の参加が可能となるよう努めること。
４　事業実施主体は、事業遂行に当たり、国内外においてマスコミ等を活用し、来場者増に　　　つなげる取組を行うとともに、事業全体の盛り上がりに留意した取組に努めること。　
５　「日本食レストランウィーク実施事業」と「百貨店等における料理デモ等実施事業」は、　　　それぞれの事業の効果をより一層発揮するために相互連携を図り実施する取組として、提　　　案は両事業を連携させたものであることを必要とする。
６　事業実施主体は、事業遂行に当たり、特殊な知識等を必要とする場合は、その事業を遂行する能力を有する第三者に事業の一部を委託することができる。
　　　なお、委託先を選定する場合は、原則として競争に付することとする。ただし、やむを得ない事情があると認められる場合は、この限りでない。
第６　公募手続及び事業実施計画の承認手続
　１　公募手続及び事業実施計画の承認手続
  （１）応募団体等は、公募の実施期間中、機構会長に応募申請を行うものとする。
（２）機構会長は、応募団体から提出のあった申請書類を確認し、応募要件等を満たしている場合に限り、申請書類を業務規程第５に基づく審査委員会において審査を行い、事業実施候補者を選定し、通知するものとする。
（３）事業実施候補者となった者は、助成金交付申請書（業務規程別記様式第１号）及び実施計画書を機構会長に提出するものとする。
（４）機構会長は、事業実施候補者より提出のあった申請書類を確認し、用件を満たしている場合に限り、応募団体からの申請書類を農林水産省食料産業局長に協議し、その承認を受けるものとする。
２　事業実施計画の重要な変更
事業実施計画の重要な変更は、次に掲げるものとする。事業実施計画の当該重要な変更又は中止若しくは廃止の承認申請については、業務規程第８の規定に基づく助成金変更承認申請書（業務規程別記様式第３号）の提出をもって、これに代えることができる。
　（１）開催都市の変更
　（２）業務規程の別紙経費の欄Ⅸ日本食・食文化の普及推進事業農産物等輸出拡大緊急対策事業の項の重要な変更の欄に掲げる変更
第７　事業実施状況の報告
　事業実施主体は、事業終了後速やかに事業実施計画に準じて事業実施結果に係る実績報告書（業務規程別記様式第４号）を作成し、事業毎の開催概要、体制図、実施内容（集客計画等メディア活用状況、当日の様子、提供メニュー等、制作物）、所感等を記載した報告書２部を添付の上、機構に提出するものとする。
第８　報告又は指導
　　機構は、事業実施主体に対し、この事業に関して必要な報告を求め、又は指導を行うこ　とができる。
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